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2018 年 4 月でありまして、そこから開設記念のシンポジウムを 2 回行いま
した。1 回目が 2018 年 12 月に開催したビジネス法務の未来を語ると題した
もので、この招待講演には、元知的財産高等裁判所所長の飯村敏明先生をお
招きしました。
　第 2 回は 2019 年 6 月に令和時代の金融法務イノベーションと題して開催
しました。このときの招待講演は、中国上海財経大学の副法学院長の葛偉軍
教授をお招きしました。そして、今日は、今年 4 月からの博士課程開設を記
念しての 3 連続フォーラムの第 1 回として、電子契約をテーマに開催いたし
ます。第 2 回は 2 週後の 2 月 16 日に担保法制フォーラム、第 3 回はさらに
2 週後の 3 月 2 日に高齢社会のビジネスと法というタイトルで開催します。
いずれも現代のビジネス社会の、文字通りのホットイシューということであ
ります。
　私どもは、この 3 回のフォーラムを通じて、まず現代のビジネス法務の動
態を把握したい。そして、研究者教員と実務家教員が一体になった研究教育
体制を構築したいと考えております。そして、そこから向かう次のステージ
はビジネス法務学の探求であり、さらにはそれを研究し、普及させる実務家
教員の養成ということになります。その意味で本日は、第 1 ステージから第
2ステージへの移行途中と申し上げればよろしいかと思います。
　本日のテーマは、先ほど申し上げましたようにまさに現代のビジネス法務
の動態を把握するのに格好のホットイシューであります。ちょうど昨日の日
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本経済新聞の法務欄でも採り上げられておりましたが、研究者教員と実務家
教員が一体になって、そして現場の実務家も加わって、研究すべきテーマと
いうことであります。
　そして、例えばこの電子契約は今後どうあるべきか、どういう方向にルー
ルづくりがされるべきか。これは、一つには私の提唱しております行動立法
学的発想、どういうルールを作ったら、人はどう行動するか、これを十分考
えてルールづくりをすべきという発想が非常に大事なところであろうと思い
ます。もう一つには、効率とか、使い勝手だけではない、広く長い視野に立っ
た問題分析やルールづくりの哲学や、理念などを考え合わせるべき段階を模
索し始める必要もあるところと思われます。そして、そういう考察や分析の
先に、先ほどもちょっと申し上げたビジネス法務学の確立があるはずだろう
と思っているわけであります。従って、このビジネス法務の大学院を置くこ
と、しかも博士課程を開設することの意義をこのフォーラムを通じて考えた
いと思います。
　つまり、今日のテーマは、学理があってその応用で実務があるなどという
レベルの話ではなく、実務が先導して学理を引き出す、いわば実務が学理よ
りも主要かつ決定的な地位にあると言ってもよいテーマだと私は思っており
まして、こういう分野でこそ、ビジネス法務学というものが構築される必要
があると思っているわけであります。けれども、いろいろご託を並べるより
も、まずは、本日こうして視聴してくださっている多数の皆さまの関心に応
えることが大事なことであります。電子契約がどういうものなのか。どうい
う法的な、あるいは実務的な、実際的な問題があるのか。現実世界の動きは、
どこまで進んでいるのか。そういう問題点を把握した上で考えられる電子契
約のスキームの実例はどういうものなのか。そして、例えばそういうスキー
ムの導入事例、提供者と利用者のマッチングビジネスのありようは、という
ように今日のお話は進んでまいります。
　ビジネス法務学というのは、実学の最たるものでなければならないと私は
思います。ということは、今日は皆さまに「いい話を聞いた」というだけで
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帰っていただいてはいけない。端的に話を聞いてメリットがあった、得をし
た、と思っていただく必要があると思います。そしてその上で我々も、報告
をすることによって次のレベルが見えてくる、という高次元のwin-win の関
係を成り立たせたいと思うのであります。このあたり、自分は、報告はせず
司会だけをする立場で、ひたすら報告者のハードルを上げていることになり
ますが、早速、基調報告者の有吉尚哉本学特任教授にマイクをお譲りしたい
と思います。
　有吉先生については、皆さまよくご存じと思いますが、わが国最大のロー
ファームである西村あさひ法律事務所のパートナー弁護士さんで、フィン
テックや電子債権関係をはじめとして広く金融法務等で活躍されています。
では、有吉先生、どうぞよろしくお願いいたします。
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